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  ((44))  福福祉祉ササーービビススをを利利用用すするるににはは、、負負担担金金がが必必要要だだとと聞聞ききままししたたがが？？    

  

福祉サービスを利用する方にも、福祉サービスの利用量と所得に応じて、サービスの利用に係る費

用の一部を利用者本人に負担していただくこととなります。 

 

①①障障害害福福祉祉ササーービビススはは、、所所得得にに応応じじ負負担担上上限限額額がが設設けけらられれてていいまますす。。  

障害福祉サービスの利用者負担の額は、所得に応じて１か月あたりの上限が設けられています。 

なお、食費や光熱水費は、利用者負担とは別に、実費負担となります。 

平成 22 年 4 月からは、市町村民税非課税世帯の利用負担は無料となりました。 

さらに、市町村民税課税の世帯の方は、課税の状況により、利用負担が軽減される場合もあります。 

実際の利用者負担の額については、お住まいの市区町村にお尋ねください。 

＜１か月あたりの負担上限額＞ 

区分 世帯（※）の収入状況 負担上限額 

生活保護 生活保護受給世帯 0 円 

低所得 市町村民税非課税世帯（注１） 0 円 

一般１ 
市町村民税課税世帯（所得割 16 万円(注 2)未満） 

※入所施設利用者（20 歳以上）、グループホーム利用者を除きます。（注３） 
9,300 円 

一般２ 上記以外 37,200 円 

※「世帯」の範囲は、18 歳以上の障害者は、本人とその配偶者、障害児（施設に入所する 18、19 歳を含む）は、保護

者の属する住民基本台帳での世帯となります。 

（注１）３人世帯で障害者基礎年金１級受給の場合、収入が概ね 300 万円以下の世帯が対象となります。 

（注２）収入が概ね 600 万円以下の世帯が対象になります。 

（注３）入所施設利用者（20 歳以上）、グループホーム利用者は、市町村民税課税世帯の場合、「一般２」となります。 

 

②②医医療療費費もも負負担担額額のの上上限限がが設設けけらられれてていいまますす。。  

低所得世帯の方だけでなく、一定の負担能力はあっても、継続的に相当額の医療費負担が生じる人々

（高額治療継続者）にもひと月当たりの負担に上限額を設定するなどの負担軽減策を講じています。 

なお、入院時の食事代（食事療養費）については、全額自己負担となります。 

 

 - 20 -  
 

４４  手手当当やや年年金金はは、、支支給給さされれるるののででししょょううかか？？ 

 

手帳をお持ちの方及びその家族の方には、手帳の区分及び等級に応じ、手当や年金が支給される場

合があります。 

なお、一部の手当や年金は、支給対象であっても所得制限などのため、支給されないことがありま

す。 

 

①①障障害害者者のの方方へへ  

事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

特別障害者手当 

次のいずれかに該当する 20 歳以上の障害者（施設入所者及び長期入院者を

除く。）に手当が支給されます。（いずれも目安であって、診断書等により

判断します。） 

①身体障害 1～2 級程度の障害を重複して有する方 

②身体障害 1～2 級程度の障害を有する方で、ＩＱ20 以下の方又は常時介

護が必要な精神障害を有する方 

③身体障害 1～2 級程度の障害を有する方又はＩＱ20 以下の方もしくは常

時介護が必要な精神障害を有する方で、他に身体障害 3 級相当の障害

を 2 つ以上有する方 

④身体障害 1～2 級程度の障害を有する方又はＩＱ20 以下の方もしくはこ

れと同程度の障害又は病状を有する方で、日常生活においてほぼ全面

介護が必要な方 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

○20 歳以上の障

害者 

＜国制度分＞月 29,590 円 

＜県制度分：国制度分に加算して支給＞ 

・身体障害 1 級又は 2 級の障害を有し、療育手帳ＩＱ35 以下の方 

月 6,850 円 

・身体障害 1 級又は 2 級の障害を有する方又は療育手帳ＩＱ35 以下の方月

1,050 円 

＜支給時期＞ 年 4 回（2 月、5 月、8 月、11 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県障害福祉課 

障害児福祉手当 

次のいずれかに該当する 20 歳未満の障害者（障害を事由とした年金受給者

及び施設入所者を除く。）に手当が支給されます。（いずれも目安であっ

て、診断書等により判断します。） 

①身体障害 1 級（2 級の一部を含む。）程度の障害を有する方 

②ＩＱ20 以下の方 

③上記と同程度の障害又は病状で、常時介護が必要な方 

■所得制限があります。■併給制限があります。 
○20 歳未満の障

害者 
＜国制度分＞月 16,100 円 

＜県制度分：国制度分に加算して支給＞ 

・身体障害 1 級又は 2 級の障害を有し、療育手帳ＩＱ35 以下の方 

月 6,900 円 

・身体障害 1 級又は 2 級の障害を有する方又は療育手帳ＩＱ35 以下の方 

月 1,150 円 

＜支給時期＞ 年 4 回（2 月、5 月、8 月、11 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県障害福祉課 

経過的福祉手当  

次のいずれかに該当する 20 歳以上の障害者（施設入所者を除く。）で、従

来の福祉手当受給者であった方のうち、特別障害者手当、障害基礎年金及び

特別障害給付金のいずれも受給していない方に手当が支給されます。 
○20 歳以上の障

害者 

※経過的措置の

ため、現在は新

規認定は行って

おりません。 

 

①身体障害 1 級（2 級の一部を含む。）程度の障害を有する方 

②ＩＱ20 以下の方 

③上記と同程度の障害又は病状で、常時介護が必要な方 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

＜国制度分＞月 16,100 円 

＜県制度分：国制度分に加算して支給＞ 

－ 20 －
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事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

経過的福祉手当

（つづき） 

・身体障害 1 級又は 2 級の障害を有し、療育手帳ＩＱ35 以下の方 

月 6,900 円 

・身体障害 1 級又は 2 級の障害を有する方又は療育手帳ＩＱ35 以下の方 

月 1,150 円  

＜支給時期＞ 年 4 回（2 月、5 月、8 月、11 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県障害福祉課 

在宅重度障害者

手当 

次のいずれかに該当する在宅の障害者に手当が支給されます。ただし、特別

障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当の受給者、施設入所者及び 3

か月以上入院している方は除きます。 

①身体障害 1～2 級で療育手帳ＩＱ35 以下の方 月 15,500 円 

②身体障害 1～2 級の方、療育手帳ＩＱ35 以下の方又は身体障害 3 級の障

害を有し、療育手帳ＩＱ50 以下の方 月 6,750 円 

（②では、65 歳以上で新たに障害者となった方は除きます。） 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

○身体障害者 

○知的障害者 

＜支給時期＞ 年 3 回（4 月、8 月、12 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県障害福祉課 

特別児童扶養手

当 

次のいずれかに該当する 20 歳未満の障害児を監護、養育されている方に手

当が支給されます。 

① ＩＱ35 以下程度若しくは身体障害 1～2 級程度の方又は、同程度の障

害若しくは病状を有する方 月 56,800 円 

②ＩＱ50 以下程度若しくは身体障害 3 級(4 級の一部含む。)程度の方又

は、同程度の障害若しくは病状を有する方 月 37,830 円 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

○20 歳未満の障

害児の父若しく

は母又は養育者 

＜支給時期＞ 年 3 回（4 月、8 月、11 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県障害福祉課 

児童扶養手当 

父又は母に重度の障害のある家庭、父又は母と生計を同じくしていない家庭

で 18 歳以下（18 歳に達した日の属する年度の末日まで）の児童（児童に障

害がある場合は 20 歳未満）を育てている方に手当が支給されます。 

■所得制限があります。■併給制限があります。 ○重度の障害の

ある父又は母が

いる世帯 
月 46,690～11,010 円 

（児童が 2 人以上いる場合は、2 人目以降は月 11,030 円～5,520 円加算） 

＜支給時期＞ 年 6 回（5 月、7 月、9 月、11 月、1 月、3 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県児童家庭課 

遺児手当 

父又は母に重度の障害のある家庭、父又は母と生計を同じくしていない家庭

で 18 歳以下（18 歳に達した日の属する年度の末日まで）の児童を育ててい

る方に手当が支給されます。 

○支給期間は、最大 5 年間です。 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

○重度の障害の

ある父又は母が

いる世帯 
支給開始後 1～3 年目までは月 4,350 円、4～5 年目は月 2,175 円 

＜支給時期＞ 年 6 回（5 月、7 月、9 月、11 月、1 月、3 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県児童家庭課 

障害基礎年金 

国民年金に加入している間に初診日がある疾病や負傷により一定の障害の状

態になった方に年金が支給されます。 

■一部の方には所得制限があります。 

①障害福祉年金から移行した方 

②20 歳に達する前に初診日のある傷病が原因で障害基礎年金を受けてい

る方 

■併給制限があります。 
○障害者 

・1 級の方（昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれ）年 1,039,625 円＋子の加算額 

（昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれ）年 1,036,625 円＋子の加算額 

・2 級の方（昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれ）年 831,700 円＋子の加算額 

（昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれ）年 829,300 円＋子の加算額 

＊等級は、障害者手帳と異なります。 

＜支給時期＞ 年 6 回（偶数月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場（国民年金担当課）、年金事務所 
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事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

障害厚生年金 

厚生年金保険の被保険者期間中に初診日がある疾病や負傷により一定の障害

の状態となった方に年金が支給されます。 

○1･2 級は、国民年金の障害基礎年金と併せて支給されます。3 級は、障害

基礎年金は支給されません。 

■併給制限があります。 

○障害者 

・1 級の方 報酬比例の年金額×1.25＋配偶者加給年金額 

・2 級の方 報酬比例の年金額×1.00＋配偶者加給年金額 

・3 級の方（昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれ） 

報酬比例の年金額×1.00（最低保障額：年 623,800 円） 

（昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれ） 

報酬比例の年金額×1.00（最低保障額：年 622,000 円） 

＊等級は、障害者手帳と異なります。             

＜支給時期＞ 年 6 回（偶数月） 

＜問い合わせ先＞ 年金事務所 

特別障害給付金 

国民年金の任意加入期間に加入しなかったことにより障害基礎年金等を受給

していない方で、障害基礎年金 1 級または 2 級相当に該当する方に給付金が

支給されます。 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

○障害者 ・障害基礎年金１級に該当する方 月額 56,850 円（2 級の 1.25 倍） 

・障害基礎年金２級に該当する方 月額 45,480 円 

＊等級は、障害者手帳と異なります。 

＜支給時期＞ 年 6 回（偶数月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場（国民年金担当課）、年金事務所 

②②戦戦傷傷病病者者のの方方へへ  

事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

傷病恩給 

（恩給法） 

旧軍人、軍属で公務傷病により、特別項症から第 5 款症の障害を有してい

る戦傷病者の方に恩給が支給されます。 

○戦傷病者 

・増加恩給 年 10,269,050 円～1,903,000 円 

・傷病年金 年 1,731,500 円～986,900 円 

・傷病賜金（一時金） 6,252,400 円～2,932,100 円 

＜支給時期＞年 4 回（4 月、7 月、10 月、12 月）、ただし傷病賜金は請求後 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

特例傷病恩給 

（恩給法） 

旧軍人、軍属で昭和 16 年 12 月 8 日～昭和 20 年 11 月 30 日の間に、内地等

において、勤務に関連した負傷又は発病により、特別項症から第 5 款症の

障害を有している戦傷病者の方に恩給が支給されます。 
○戦傷病者 

年 7,894,660 円～763,100 円 

＜支給時期＞ 年 4 回（4 月、7 月、10 月、12 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

障害年金 

（戦傷病者戦没

者遺族等援護

法） 

恩給法による傷病恩給を受給できない旧軍人、軍属、準軍属で、公務傷病

により、特別項症から第 5 款症の障害を有している戦傷病者の方に年金が

支給されます。 
○戦傷病者 年 10,269,100 円～986,900 円 

＜支給時期＞ 年 4 回（4 月、7 月、10 月、12 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

特例障害年金 

（戦傷病者戦没

者遺族等援護

法） 

恩給法による傷病恩給を受給できない旧軍人、軍属、準軍属で、昭和 12 年 7

月 7 日以後、内地等において、勤務に関連した負傷又は発病により、特別項

症から第 5 款症の障害を有している戦傷病者の方に年金が支給されます。 
○戦傷病者 

年 7,894,700 円～763,100 円 

＜支給時期＞ 年 4 回（4 月、7 月、10 月、12 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 
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事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

経過的福祉手当

（つづき） 

・身体障害 1 級又は 2 級の障害を有し、療育手帳ＩＱ35 以下の方 

月 6,900 円 

・身体障害 1 級又は 2 級の障害を有する方又は療育手帳ＩＱ35 以下の方 

月 1,150 円  

＜支給時期＞ 年 4 回（2 月、5 月、8 月、11 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県障害福祉課 

在宅重度障害者

手当 

次のいずれかに該当する在宅の障害者に手当が支給されます。ただし、特別

障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当の受給者、施設入所者及び 3

か月以上入院している方は除きます。 

①身体障害 1～2 級で療育手帳ＩＱ35 以下の方 月 15,500 円 

②身体障害 1～2 級の方、療育手帳ＩＱ35 以下の方又は身体障害 3 級の障

害を有し、療育手帳ＩＱ50 以下の方 月 6,750 円 

（②では、65 歳以上で新たに障害者となった方は除きます。） 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

○身体障害者 

○知的障害者 

＜支給時期＞ 年 3 回（4 月、8 月、12 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県障害福祉課 

特別児童扶養手

当 

次のいずれかに該当する 20 歳未満の障害児を監護、養育されている方に手

当が支給されます。 

① ＩＱ35 以下程度若しくは身体障害 1～2 級程度の方又は、同程度の障

害若しくは病状を有する方 月 56,800 円 

②ＩＱ50 以下程度若しくは身体障害 3 級(4 級の一部含む。)程度の方又

は、同程度の障害若しくは病状を有する方 月 37,830 円 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

○20 歳未満の障

害児の父若しく

は母又は養育者 

＜支給時期＞ 年 3 回（4 月、8 月、11 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県障害福祉課 

児童扶養手当 

父又は母に重度の障害のある家庭、父又は母と生計を同じくしていない家庭

で 18 歳以下（18 歳に達した日の属する年度の末日まで）の児童（児童に障

害がある場合は 20 歳未満）を育てている方に手当が支給されます。 

■所得制限があります。■併給制限があります。 ○重度の障害の

ある父又は母が

いる世帯 
月 46,690～11,010 円 

（児童が 2 人以上いる場合は、2 人目以降は月 11,030 円～5,520 円加算） 

＜支給時期＞ 年 6 回（5 月、7 月、9 月、11 月、1 月、3 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県児童家庭課 

遺児手当 

父又は母に重度の障害のある家庭、父又は母と生計を同じくしていない家庭

で 18 歳以下（18 歳に達した日の属する年度の末日まで）の児童を育ててい

る方に手当が支給されます。 

○支給期間は、最大 5 年間です。 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

○重度の障害の

ある父又は母が

いる世帯 
支給開始後 1～3 年目までは月 4,350 円、4～5 年目は月 2,175 円 

＜支給時期＞ 年 6 回（5 月、7 月、9 月、11 月、1 月、3 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県福祉相談センター、県児童家庭課 

障害基礎年金 

国民年金に加入している間に初診日がある疾病や負傷により一定の障害の状

態になった方に年金が支給されます。 

■一部の方には所得制限があります。 

①障害福祉年金から移行した方 

②20 歳に達する前に初診日のある傷病が原因で障害基礎年金を受けてい

る方 

■併給制限があります。 
○障害者 

・1 級の方（昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれ）年 1,039,625 円＋子の加算額 

（昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれ）年 1,036,625 円＋子の加算額 

・2 級の方（昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれ）年 831,700 円＋子の加算額 

（昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれ）年 829,300 円＋子の加算額 

＊等級は、障害者手帳と異なります。 

＜支給時期＞ 年 6 回（偶数月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場（国民年金担当課）、年金事務所 
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事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

障害厚生年金 

厚生年金保険の被保険者期間中に初診日がある疾病や負傷により一定の障害

の状態となった方に年金が支給されます。 

○1･2 級は、国民年金の障害基礎年金と併せて支給されます。3 級は、障害

基礎年金は支給されません。 

■併給制限があります。 

○障害者 

・1 級の方 報酬比例の年金額×1.25＋配偶者加給年金額 

・2 級の方 報酬比例の年金額×1.00＋配偶者加給年金額 

・3 級の方（昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれ） 

報酬比例の年金額×1.00（最低保障額：年 623,800 円） 

（昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれ） 

報酬比例の年金額×1.00（最低保障額：年 622,000 円） 

＊等級は、障害者手帳と異なります。             

＜支給時期＞ 年 6 回（偶数月） 

＜問い合わせ先＞ 年金事務所 

特別障害給付金 

国民年金の任意加入期間に加入しなかったことにより障害基礎年金等を受給

していない方で、障害基礎年金 1 級または 2 級相当に該当する方に給付金が

支給されます。 

■所得制限があります。■併給制限があります。 

○障害者 ・障害基礎年金１級に該当する方 月額 56,850 円（2 級の 1.25 倍） 

・障害基礎年金２級に該当する方 月額 45,480 円 

＊等級は、障害者手帳と異なります。 

＜支給時期＞ 年 6 回（偶数月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場（国民年金担当課）、年金事務所 

②②戦戦傷傷病病者者のの方方へへ  

事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

傷病恩給 

（恩給法） 

旧軍人、軍属で公務傷病により、特別項症から第 5 款症の障害を有してい

る戦傷病者の方に恩給が支給されます。 

○戦傷病者 

・増加恩給 年 10,269,050 円～1,903,000 円 

・傷病年金 年 1,731,500 円～986,900 円 

・傷病賜金（一時金） 6,252,400 円～2,932,100 円 

＜支給時期＞年 4 回（4 月、7 月、10 月、12 月）、ただし傷病賜金は請求後 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

特例傷病恩給 

（恩給法） 

旧軍人、軍属で昭和 16 年 12 月 8 日～昭和 20 年 11 月 30 日の間に、内地等

において、勤務に関連した負傷又は発病により、特別項症から第 5 款症の

障害を有している戦傷病者の方に恩給が支給されます。 
○戦傷病者 

年 7,894,660 円～763,100 円 

＜支給時期＞ 年 4 回（4 月、7 月、10 月、12 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

障害年金 

（戦傷病者戦没

者遺族等援護

法） 

恩給法による傷病恩給を受給できない旧軍人、軍属、準軍属で、公務傷病

により、特別項症から第 5 款症の障害を有している戦傷病者の方に年金が

支給されます。 
○戦傷病者 年 10,269,100 円～986,900 円 

＜支給時期＞ 年 4 回（4 月、7 月、10 月、12 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

特例障害年金 

（戦傷病者戦没

者遺族等援護

法） 

恩給法による傷病恩給を受給できない旧軍人、軍属、準軍属で、昭和 12 年 7

月 7 日以後、内地等において、勤務に関連した負傷又は発病により、特別項

症から第 5 款症の障害を有している戦傷病者の方に年金が支給されます。 
○戦傷病者 

年 7,894,700 円～763,100 円 

＜支給時期＞ 年 4 回（4 月、7 月、10 月、12 月） 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 
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事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

葬祭費 

（戦傷病者特別

援護法） 

療養の給付等を受けていた戦傷病者が死亡した際、葬祭を行う遺族に対し

て葬祭費が支給されます。 
○戦傷病者の遺

族 
215,000 円 

＜支給時期＞ 請求後 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

戦傷病者の療養

手当 

（戦傷病者特別

援護法） 

療養の給付等を受けている戦傷病者（傷病恩給等の受給者を除く。）が１

年以上にわたって入院した場合、療養手当が支給されます。 

○戦傷病者 月 30,700 円 

＜支給時期＞ 請求後 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

  

■■  手手当当・・年年金金のの併併給給制制限限  

手当、年金制度においては、重複して手当等を受給できない場合があります。 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

①特別障害者手当  × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

②障害児福祉手当   × × ○ ○ ○ × × － 

③経過的福祉手当    × ○ ○ ○ × × × 

④在宅重度障害者手当     ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

⑤特別児童扶養手当      ○ ○ △ △ － 

⑥児童扶養手当       ○ △ △ ○ 

⑦遺児手当        × × ○ 

⑧障害基礎年金         △ × 

⑨障害厚生年金          × 

⑩特別障害給付金           

※ ○は併給可、×は併給不可、△は一部併給不可の場合を表しています。 

 

  

■■  所所得得制制限限  

 手当・年金制度については、受給資格者やその扶養義務者などの所得が多いときは、手当・年金を受

給することができない場合があります。 

 判定の対象となる所得が、アの所得制限額以上の場合（ただし、下線部の方については、所得制限額

を超える場合）は、その年の手当・年金を受給することができません。 

＜手当・年金を受給することができない期間＞ 

・児童扶養手当、遺児手当及び母子・父子家庭医療…その年の 11 月分から翌年 10 月分まで 

・障害基礎年金及び特別障害給付金…その年の 10 月分から翌年 9 月分まで 

・それ以外の手当…その年の 8 月分から翌年 7 月分まで 

 

 

※所得額や控除額については、詳しくは市区町村役場（税務担当課）でご確認ください。 

 

 

 

 

 

判定の対象となる所得＝前（々）年中の所得（イ）－各種所得控除（ウ） 
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アア  所得制限額（障害基礎年金について所得制限があるのは、一部の方のみです。）  
（令和７年 8 月～令和 8 年 7 月） 

扶養親族数 

区分 
0人 1人 2人 3人 

4人目以降 

の加算額 

特別障害者手当 

障害児福祉手当 

経過的福祉手当 

受給資格者 
円 

3,661,000 

円 

4,041,000 

円 

4,421,000 

円 

4,801,000 

円 

380,000 

配偶者・扶養義務者 6,287,000 6,536,000 6,749,000 6,962,000 213,000 

特別児童扶養手当 
受給資格者 4,596,000 4,976,000 5,356,000 5,736,000 380,000 

配偶者・扶養義務者 6,287,000 6,536,000 6,749,000 6,962,000 213,000 

児童扶養手当 

(※1) 

受給資格者 
全部支給 690,000 1,070,000 1,450,000 1,830,000 380,000 

一部支給停止 2,080,000 2,460,000 2,840,000 3,220,000 380,000 

配偶者・扶養義務者 2,360,000 2,740,000 3,120,000 3,500,000 380,000 

障害基礎年金 

特別障害給付金 

(※2) 

受給資格者 
全部支給停止 4,721,000 5,101,000 5,481,000 5,861,000 380,000 

1/2支給停止 3,704,000 4,084,000 4,464,000 4,844,000 380,000 

遺児手当(※1) 
受給資格者 2,080,000 2,460,000 2,840,000 3,220,000 380,000 

配偶者・扶養義務者 2,360,000 2,740,000 3,120,000 3,500,000 380,000 

母子・父子家庭医療(※1) 2,080,000 2,460,000 2,840,000 3,220,000 380,000 

在宅重度障害者手

当 

受給資格者 3,661,000 

配偶者・扶養義務者 6,287,000 

※1：令和６年 11 月～令和７年 10 月  

※2：令和 7 年 10 月～令和 8 年 9 月 

 

* 受給資格者の所得で、扶養親族等に同一生計配偶者（70 歳以上の者に限る）又は老人扶養親族がある場合は１人

につき 100,000 円が、特定扶養親族等（特定扶養親族又は控除対象扶養親族（19 歳未満の者に限る））がある場

合は 1 人につき 250,000 円（※1 のあるものについては、150,000 円）が加算されます。（在宅重度障害者手当を

除く。） 

* 配偶者、扶養義務者の所得で、扶養親族等に老人扶養親族がある場合は、1 人につき（当該老人扶養親族のほかに

扶養親族等がないときは、当該老人扶養親族のうち 1 人を除いた老人扶養親族１人につき）60,000 円が加算され

ます。（在宅重度障害者手当を除く。） 

  

イイ  前前（（々々））年年中中のの所所得得  

 所得額は、収入額とは異なります。 

* 特別障害者手当の受給資格者は、非課税の公的年金等も収入に含めて所得の計算をします。 

* 児童扶養手当、遺児手当の場合は、養育費も所得に含めます。 

* 譲渡所得等、特別に計算を要する所得もあります。 

  

ウウ  各各種種所所得得控控除除  

在宅重度障害者手当は所得税・住民税の計算と同一です。その他の手当の控除額は所得税・住民税

と異なりますが、概ね次のとおりとなります。 

○障害者（特別障害者）控除･･･････････････1 人につき 270,000 円（400,000 円） 

○寡婦・ひとり親控除･･･････････････････････････････270,000 円・350,000 円 

・母子・父子家庭医療は控除しません。 
・遺児手当は受給者が父または母の場合は控除しません。 
・児童扶養手当は受給者が父または母の場合は控除しません。 

○勤労学生控除･････････････････････････････････････270,000 円 

○雑損・医療費・小規模企業共済控除････････････････控除相当額 

○社会保険料控除 

・特別障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当、障害基礎年金、特別障害給付金の本
人所得の場合･･････････････････････控除相当額 

・その他の場合･････････････････････････････････ 80,000 円（保険料相当額） 
* 各種控除に関して、添付書類が必要な場合があります。 
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事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

葬祭費 

（戦傷病者特別

援護法） 

療養の給付等を受けていた戦傷病者が死亡した際、葬祭を行う遺族に対し

て葬祭費が支給されます。 
○戦傷病者の遺

族 
215,000 円 

＜支給時期＞ 請求後 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

戦傷病者の療養

手当 

（戦傷病者特別

援護法） 

療養の給付等を受けている戦傷病者（傷病恩給等の受給者を除く。）が１

年以上にわたって入院した場合、療養手当が支給されます。 

○戦傷病者 月 30,700 円 

＜支給時期＞ 請求後 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場、県地域福祉課 

  

■■  手手当当・・年年金金のの併併給給制制限限  

手当、年金制度においては、重複して手当等を受給できない場合があります。 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

①特別障害者手当  × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

②障害児福祉手当   × × ○ ○ ○ × × － 

③経過的福祉手当    × ○ ○ ○ × × × 

④在宅重度障害者手当     ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

⑤特別児童扶養手当      ○ ○ △ △ － 

⑥児童扶養手当       ○ △ △ ○ 

⑦遺児手当        × × ○ 

⑧障害基礎年金         △ × 

⑨障害厚生年金          × 

⑩特別障害給付金           

※ ○は併給可、×は併給不可、△は一部併給不可の場合を表しています。 

 

  

■■  所所得得制制限限  

 手当・年金制度については、受給資格者やその扶養義務者などの所得が多いときは、手当・年金を受

給することができない場合があります。 

 判定の対象となる所得が、アの所得制限額以上の場合（ただし、下線部の方については、所得制限額

を超える場合）は、その年の手当・年金を受給することができません。 

＜手当・年金を受給することができない期間＞ 

・児童扶養手当、遺児手当及び母子・父子家庭医療…その年の 11 月分から翌年 10 月分まで 

・障害基礎年金及び特別障害給付金…その年の 10 月分から翌年 9 月分まで 

・それ以外の手当…その年の 8 月分から翌年 7 月分まで 

 

 

※所得額や控除額については、詳しくは市区町村役場（税務担当課）でご確認ください。 
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アア  所得制限額（障害基礎年金について所得制限があるのは、一部の方のみです。）  
（令和７年 8 月～令和 8 年 7 月） 

扶養親族数 

区分 
0人 1人 2人 3人 

4人目以降 

の加算額 

特別障害者手当 

障害児福祉手当 

経過的福祉手当 

受給資格者 
円 

3,661,000 

円 

4,041,000 

円 

4,421,000 

円 

4,801,000 

円 

380,000 

配偶者・扶養義務者 6,287,000 6,536,000 6,749,000 6,962,000 213,000 

特別児童扶養手当 
受給資格者 4,596,000 4,976,000 5,356,000 5,736,000 380,000 

配偶者・扶養義務者 6,287,000 6,536,000 6,749,000 6,962,000 213,000 

児童扶養手当 

(※1) 

受給資格者 
全部支給 690,000 1,070,000 1,450,000 1,830,000 380,000 

一部支給停止 2,080,000 2,460,000 2,840,000 3,220,000 380,000 

配偶者・扶養義務者 2,360,000 2,740,000 3,120,000 3,500,000 380,000 

障害基礎年金 

特別障害給付金 

(※2) 

受給資格者 
全部支給停止 4,721,000 5,101,000 5,481,000 5,861,000 380,000 

1/2支給停止 3,704,000 4,084,000 4,464,000 4,844,000 380,000 

遺児手当(※1) 
受給資格者 2,080,000 2,460,000 2,840,000 3,220,000 380,000 

配偶者・扶養義務者 2,360,000 2,740,000 3,120,000 3,500,000 380,000 

母子・父子家庭医療(※1) 2,080,000 2,460,000 2,840,000 3,220,000 380,000 

在宅重度障害者手

当 

受給資格者 3,661,000 

配偶者・扶養義務者 6,287,000 

※1：令和６年 11 月～令和７年 10 月  

※2：令和 7 年 10 月～令和 8 年 9 月 

 

* 受給資格者の所得で、扶養親族等に同一生計配偶者（70 歳以上の者に限る）又は老人扶養親族がある場合は１人

につき 100,000 円が、特定扶養親族等（特定扶養親族又は控除対象扶養親族（19 歳未満の者に限る））がある場

合は 1 人につき 250,000 円（※1 のあるものについては、150,000 円）が加算されます。（在宅重度障害者手当を

除く。） 

* 配偶者、扶養義務者の所得で、扶養親族等に老人扶養親族がある場合は、1 人につき（当該老人扶養親族のほかに

扶養親族等がないときは、当該老人扶養親族のうち 1 人を除いた老人扶養親族１人につき）60,000 円が加算され

ます。（在宅重度障害者手当を除く。） 

  

イイ  前前（（々々））年年中中のの所所得得  

 所得額は、収入額とは異なります。 

* 特別障害者手当の受給資格者は、非課税の公的年金等も収入に含めて所得の計算をします。 

* 児童扶養手当、遺児手当の場合は、養育費も所得に含めます。 

* 譲渡所得等、特別に計算を要する所得もあります。 

  

ウウ  各各種種所所得得控控除除  

在宅重度障害者手当は所得税・住民税の計算と同一です。その他の手当の控除額は所得税・住民税

と異なりますが、概ね次のとおりとなります。 

○障害者（特別障害者）控除･･･････････････1 人につき 270,000 円（400,000 円） 

○寡婦・ひとり親控除･･･････････････････････････････270,000 円・350,000 円 

・母子・父子家庭医療は控除しません。 
・遺児手当は受給者が父または母の場合は控除しません。 
・児童扶養手当は受給者が父または母の場合は控除しません。 

○勤労学生控除･････････････････････････････････････270,000 円 

○雑損・医療費・小規模企業共済控除････････････････控除相当額 

○社会保険料控除 

・特別障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当、障害基礎年金、特別障害給付金の本
人所得の場合･･････････････････････控除相当額 

・その他の場合･････････････････････････････････ 80,000 円（保険料相当額） 
* 各種控除に関して、添付書類が必要な場合があります。 
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